
「特定技能１号」「特定技能２号」の対象分野

特定技能 １号（19分野） 特定技能 ２号（11分野）

①介護　②ビルクリーニング　③リネンサプライ　④工業製

品製造業　⑤建設　⑥造船・船用工業　⑦自動車整備　⑧航

空　⑨宿泊　⑩自動車運送業　⑪鉄道　⑫物流倉庫　⑬農業

⑭漁業　⑮飲食料品製造業　⑯外食業　⑰林業　⑱木材産業

⑲資源循環

②ビルクリーニング　④工業製品製造業　⑤建設　⑥造船・

船用工業　⑦自動車整備　⑧航空　⑨宿泊　⑬農業

⑭漁業　⑮飲食料品製造業　⑯外食業
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・特定技能１号は通算５年間、特定技能２号は上限なし

・特定技能１号には日本語N４レベルと特定技能１号試験合格が必要

・特定技能２号は日本語N３と特定技能２号試験合格、指導経験が必要（要件は業種による）

・特定技能１号はご家族の帯同NG、特定技能２号は配偶者、子どもの帯同OK

・就労目的の在留資格のため就労制限が少なく、転職が可能

・特定技能外国人に対する10項目の支援が義務付けられている

・給与は日本人職員同等以上がルール

特定技能制度のポイント


